
－ 福祉部 B17 －

平成26年度予算見積調書(2月補正予算)

B17

課室名:課室名:社会福祉課

内線:内線:3271

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

平成26年度

会計 款 項 目

一般会
計

社会福
祉費

民生費 社会福祉総務
費

説明事業

生活困窮者自立促進支援モデル事業費
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担当名:担当名:生活困窮者支援担当

生活困窮者自立支援法

020201　就業支援と雇用の拡大
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生活困窮者自立促進支援モデル事業費

１　事業の概要

（１）生活困窮者自立促進支援モデル事業　△220千円

　平成２７年４月からの生活困窮者自立支援法の施行に

備え、自立支援事業をモデル的に先行実施する。

（２）生活困窮者自立支援制度施行円滑化特別対策事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△1,548千円

　平成２７年４月からの生活困窮者自立支援法の施行に

備え、新たな生活困窮者自立支援制度の普及啓発と、生

〔減額理由〕

　予算額と契約額に1,768千円の差額が生じたため。

２　事業主体及び負担区分

(1)生活困窮者自立促進支援モデル事業（県10/10）

(2)生活困窮者自立支援制度施行円滑化特別対策事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(県10/10)

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　生活困窮者自立促進支援モデル事業　　　　　 35,500千円
　　　町村部の生活困窮者に対し、以下の事業を実施
　　(ｱ) 自立相談支援モデル事業（支援員を配置して生活困窮者が抱える課題に応じた総合相談を実施）
　　(ｲ) 就労促進のためのモデル事業（支援員を配置して生活困窮者の就労支援を進める）
　　(ｳ) 家計相談支援モデル事業（支援員を配置して家計収支の改善により生活再建を支援）
　　(ｴ) 学習支援モデル事業（生活困窮者の子どもの学習支援を実施）
　　(ｵ) 一時生活支援モデル事業（住居のない生活困窮者に一時的な宿泊場所と衣食を提供）

　　イ　生活困窮者自立支援制度円滑化特別対策事業　　8,000千円
　　(ｱ) 生活困窮者自立支援制度普及啓発事業（広く県民に制度を周知する）
　　(ｲ) 福祉事務所等支援事業（平成27年4月からの施行にあたり市の準備事務を支援する）
　　(ｳ) 生活困窮者実態把握調査事業（県内の生活困窮者の実態を把握する）

（２）事業実績（見込み）

　　　100人の生活困窮者の自立を支援する。
　　ア　生活困窮者自立促進支援モデル事業

　　イ　生活困窮者自立支援制度円滑化特別対策事業
　　　ポスター等の作成、福祉事務所に対する研修の実施、民生委員アンケート等の実態調査を行い調査結果を分析

（３）減額理由
　　予算額と契約額に1,768千円の差額が生じたため減額するものである。
　　△1,768千円

(単位：千円)

活困窮者の実態把握のための調査等を行う。

分野施策


